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研究成果の概要（和文）：  本研究プロジェクトでは、地理学・経済学・社会学・国際協力学・地球科学など多
角的な視点から東日本大震災からのより良い復興を目指した「震災復興学」の確立に取り組んできた。
　その中では各研究分野による現地調査に加え、被災者への大規模インタビュー調査や海外調査を実施した。こ
の結果、「福島復興支援の基本問題」「東北地方太平洋沖地震と原子力災害」「被災地の人々とその生活」「福
島の復興過程」「震災による産業への影響」「海外の動向と防災教育」などの研究がまとめられた。

研究成果の概要（英文）：Great East Japan Earthquake (GEJE) was the first complex disaster of 
earthquake, tsunami and nuclear accident in human history. Countries which operate nuclear power 
plants are in the face of risk of similar disasters.
The research project aims to systemize academic framework of earthquake disaster reconstruction, 
while supporting rehabilitation and restoration activities from GEJE.The research team was 
collaboratively work with overseas researchers who deal with mega earthquake and tsunami in Asia as 
well as nuclear accident in Europe. Outcome of the research  shared internationally through UN 
organizations and the World Conference on Disaster Reduction (WCDR), papers and scientific 
presentations. The academic framework of earthquake disaster reconstruction provides FUKUSHIMA Model
 or universal and reproducible model of reconstruction, which can be applied to all kinds of mega 
disasters in the world, and contribute to the world peace and prosperity.

研究分野：地理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震
災は我が国に甚大な被害をもたらし、福島
県でも 1,817 人の死者・行方不明者を出し
た。また、東京電力福島第一原子力発電所
事故によって浜通り地域などの住民は長期
避難を余儀なくされた。震災から 1年半が
経過した 2012 年 10 月の時点で、福島県内
に 99,000 人、福島県外に 59,000 人、合計
158,000 人の福島県民が避難している。福
島第一原発事故は、チェルノブイリ原子力
発電所事故と並んで国際原子力事象評価尺
度(INES)のレベル７の深刻な事故である。
動作試験のミスが事故の原因であるチェル
ノブイリ原発事故とは異なり、巨大地震と
それに伴う津波が原因である福島第一原発
事故は、自然災害が原発事故を誘発すると
いう点において日本のみならず世界各国か
ら注目を浴びている。例えば中国では現在
27 の原発が稼動・建設中であるが、2008 年
四川地震をはじめ活断層の存在が従来指摘
されていなかった地域においても大地震が
発生している。これから、住民啓発や発災
時の緊急避難計画などの整備が急務である。
また、東南アジア各国やバルト海沿岸の
国々でも原発建設が進められているが、事
故発生時の避難方法など緊急対応計画は未
整備である。東日本大震災のような悲劇を
二度と繰り返さないためにも、本研究では
福島県を中心として東日本大震災の復興支
援を行うと同時に、復旧・復興プロセスを
詳細に記録すると共に体系化し、福島発の
震災復興学の確立を目指した。 

 
２．研究の目的 
震災復興学とは震災・災害復興に伴って
生じるさまざまな事象を科学的に認識・分
析し、現在あるいは未来の災害復興をより
良いものとすることを目的として、最終的
に世界の平和と発展に寄与しようとするも
のである。産業復興支援チーム、地域コミ
ュニティチームは人間が生活するために不
可欠な産業と地域コミュニティ、すなわち
被災地の人間生活を取り巻く環境の視点か
ら震災復興学の確立に寄与している。地域
計画チームは未曾有の大災害である東日本
大震災を例として長期的・広域的にどのよ
うな施策をとるべきか、復興後の地域像は
どのようにするべきか等、時間的・空間的
にマクロな視点で復興を捉えることに成功
し、震災復興学の確立に寄与した。災害予
測・防災チームは近い将来想定される大災
害について日本にとどまらず世界中の地域
を対象として情報を収集した。この成果か
ら原子力災害をはじめとするさまざまな災
害の防災教育の研究も担当し、震災復興学
の確立に貢献した。 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトは研究を推進する

「研究組織」と各研究チーム間の連携や事
務手続きを円滑に進めるための「研究事務
局」から構成される。なお、本研究プロジ
ェクトでは専任の研究員及び教務補佐員を
雇用して研究を推進した。教務補佐員は主
として経理関係に関わる事務や研究補佐
（インタビュー成果の整理など）に従事し
た。研究員は全体の研究を補佐し、産業復
興支援チーム、地域計画チーム、地域コミ
ュニティチーム、災害予測・防災チームの
４体制で進め、それを研究代表者である山
川充夫が統括した。以下、チームごとに記
載する。 
 
●産業復興支援チーム 
(1)主に福島県内での第 2次産業・第 3次産  
業を対象に、地域ごとの被害状況ならびに
復興状況を把握し、地域ごとの特徴を明ら
かにしつつある。(2)過去甚大な被害を受け
た被災地での産業復興プロセスを明らかに
した。それを元に、(3)復興過程のモデルを
試作し、国際会議等で発表した。 
 
●地域計画チーム 
(1)広域的・長期的な避難生活を送る福島県
民の居住地移動を継続的に捉えるとともに、
(2)従前地への帰還に適用可能な地域計画
技術の構築に成功した。 
 
●地域コミュニティチーム 
(1)避難生活の長期化による避難生活者を
取り巻く人間関係や行政機関等との関係性
の変化、(2)それが避難生活者の生活再建に
かかる意思決定や各種取組の具現化といっ
た生活に及ぼす影響についてインタビュー
やアンケート調査を中心に社会構造的にそ
の一端を解明した。 
 
●災害予測・防災チーム 
(1)福島県ならびにその周辺地域で今後発
生が予測される自然災害とその被害の想定
を進めた。(2)世界の巨大災害発生地域(中
国四川省、インドネシアなど)の研究者と災
害復興のあり方についての情報を収集した。
体系化された震災復興モデルを世界へ発信
した。(3)東日本大震災の被災者が自然災害
や放射能に関する正しい知識を持って復興
に向かうための防災・放射能教育などを行
った。 
 
４．研究成果 
震災復興学のフレームワーク  
（１）災害復興学と原災の時空間スケール  
原子力災害からの復旧復興における問題は
その発災の原因を地形や気象といった自然
要因に還元できないことに大きな困難性を
もっている。しかしわれわれは国内外にお
ける代表的な自然災害にともなう被災地・
被災者の復興過程を調査研究し、被災地域
の大きさ（空間軸）と復興にかかる時間（時



間軸）という観点から、原子力事故を原因
とする災害は被災地の広さが他の災害に比
べて非常に大きいだけでなく復興にかかる
時間が超長期に及ぶという特徴をもってい
ることを明らかにした（図 1）。 
 

 
 
 
 
（２）災害復興学の基本課題と支援知 
本研究プロジェクトが目指した「震災復
興学」の基本的な課題は、東日本大震災と
原災という前代未聞の複合災害が生み出し
続けている多様な経験としての被災「経験
知」と学術的ディシプリンとしての「専門
知」とが、被災地・避難地という被災者・
避難者がいる「現場」において、「支援活動」
という試行錯誤の積み重ねから、帰納法的
に紡ぎだされてくる「支援知」をどのよう
に体系的に整理し、防災教育や復興支援研
究に関する社会実装的な理論を構築してい
くことにある。  
われわれは、Top-Down による復旧・復興
はたとえ「善意」であったとしても、それ
は支援する側の論理で進められることがほ
とんどであり、被災地や被災者の実態から
離れた結果しか残さないことを知っている。
われわれが目指す「支援知」は「学びなが
ら知恵を生み出す」という過程そのもので
あり、これは被災者避難者と研究者との間
の絶え間ないコミュニケーションを不可欠
としている。 
では震災復興学は一体何を目指している
のか、私たちはまず原子力災害の被害実態
を明確にすることが出発点となる。これを
４つのステップに沿いながら、「支援知」を
まとめ研究として活かしていくことが求め
られている。ポイントは「支援知」である。
支援の第１は除染の正しい情報の整理であ
り、そのためには放射能を測定する器具を
欠かすことができない。また福島以外から
ではなかなか調査しづらい、特に双葉郡避
難者のパネル調査を重点におこなうことが
求められており、それが福島で支援活動を
研究するわたしたちに課された責務である。
災害復興学は、減災と地域再生プログラム
を確立するだけでなく、被災者の内国避難

民化を阻止できるような支援研究とならな
ければならない。それは複合災害発生時の
モデル化ということにもつながっているの
である。  
震災復興学は、したがって多様な「災害」
に対応し、地域を取り戻し、それらを踏ま
えて事前復興へと繋がっていく成果を求め
られることになる。この成果は世界の平和
と未来の地球に向けての意義を持っている。
例えば災害難民予防のための提言への展望
や、持続可能な地球をどのように学術とし
て考えていくのか、さらにどのように行動
していくのかという Future Earth の取り
組みにも繋がっていく。 
 
（３）原災復興支援への 5 原則 
①安全・安心・信頼を再構築すること（第
1 原則） 
 
原災避難者が分散的に避難した理由は何
よりも放射線被曝に対する不安であり、避
難先の選択は基本的にはより遠くにではあ
るものの、年齢差や性差によって職場や子
どもの教育などの影響が違っており、民間
借上や自己負担賃貸など分散的な居住の選
択が行われている。職場や子どもの教育と
いう縛りが弱い高年齢層では、避難所ある
いは仮設住宅に入居する傾向にある。戻り
たくない理由の基本は除染が困難であると
か、原災対応での国や東京電力に対する不
信にある。この不安は放射線量の低下とい
った「安全」の確認だけでは十分ではなく、
みんなが戻ればというダメ押し的な「安心」
が求められている 。こうしたことから、原
災に対する安全・安心を実現するためには、
以下の諸点が確保されなければならない。 
 
・基本理念として原子力に依存しない社会
の実現を掲げること。 
・全原発廃炉の決定と工程表を明示し、原
発の新規立地と再稼働を認めないこと。 
・原発事故・被害・予測・収束情報を完全
開示し、原災が人災としても起こりうる
ことを明確にすること。 
・帰還・復旧・復興に向け詳細な放射能汚
染地図を定期的に作成すること。 
・低線量内外部被曝に関する基準を厳格化
し、放射線量のユビキタス的検査体制を
整備すること。 
・原災地域民及び除染作業従事者に被曝手
帳を配布し、低放射線量の影響にかかわ
る長期的な追跡健康調査を行い、診断・
治療にかかわる経費を全面的に保障する
こと。 
・除染作業で発生する放射性廃棄物の仮
置・中間貯蔵に関する工程を明示し、中
間貯蔵地については最終処分地としない
ためにも、低レベル・高レベルに関係な
く放射性廃棄物の移動については双葉地
域のみを対象とし、域外からの搬入を禁
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図 1 災害の種類による被災地域の大き

さと復興にかかる時間との関係 



止すること。 
・廃炉終了以前においては、原災地域防災
計画を「逃げる」を基本とし、避難生活
における負担を全面的に保障すること。 
 
②被災者・避難者に負担を求めず、未来を
展望できる支援を促進すること（第 2原則） 
 
被災者・避難者の生活関心の重点は、避
難生活から仮設生活へ移動したこともあり、
放射能への心配から次第に生活資金、そし
て居住先や移転先への心配へと移ってきて
いる。どのような生活設計を組み立てるの
か、特に子どもの学校・教育をどこでどの
ように受けさせようとするのか、子育て世
代の悩みは大きい。特に避難生活や仮設生
活がいつまで続くことになるのか、そのメ
ドが立たず、個人的な再出発に向けての準
備に取り掛かれない状況にある。しかも多
くの避難者は雇用あるいは自営にかかわら
ず職や業を失っており、生活資金を義捐金
や仮払賠償金の受取、年金の受給、貯金の
取り崩しなどによって凌いでいる。居住形
態別では自己負担賃貸や民間借上での居住
者は生活問題で若干の改善がみられるが、
避難所や仮設住宅では改善が進んでいない。
生活設計が組み立てられないだけでなく、
健康問題も楽観できない。生活問題や健康
問題は避難所や仮設住宅で心配であり、自
己負担賃貸に居住できる階層は所得に余裕
があるためか相対的には困り度が減少して
いる。生活の再出発においては資産格差が
もろに表出する。この資産格差はやがて次
世代の教育格差をもたらし、社会的遺伝子
として貧富の格差が引き継がれることとな
る。原災被災者のみならず、地震・津波被
害者に対して長期的な保障を欠かしてはな
らず、被災者・避難者に負担を求めず、未
来を展望できる支援を促進するために、少
なくとも以下の諸点が確保されなければな
らない。 
 
・東京電力と国による全面的かつ地域別で
の格差づけのない被害補償と包括的な生
活の再建を義務付けること。 
・事業再開及び雇用確保につながる金融・
助言に関する全面的な支援を行うこと。 
・仮設・借上住宅等からの原居住地・仮の
町等への帰還居住あるいは他所へ移住す
る権利選択の拡大と保障を行うこと。  
・被災者の定期健康診断の実施、検査・治
療に関わる医療費を完全無償化すること。 
・被災者子息の後期中等・高等教育を含む
教育を無償・無負担で受ける権利を保障
すること。 
 
③地域アイデンティティを再生すること
（第 3原則） 
戻らない人がいる他方で、故郷に戻りた
い人たちも多くいる。間主観共同体として

の地域アイデンティティは、地理学の研究
成果によれば、自然と人間との相互作用に
より歴史的に醸成されてきた自然・建造・
文化環境が地域という枠組みで整合性や調
和性をもつことで強まる 。多くの住民が望
むのは、当り前としてあった地域の再生で
あって、枠組みそのものを大きく変える「創
造的復興」ではない。こうした観点からし
て、地域アイデンティティの再生に当って
は、以下の諸点が重要となる。 
・原風景再生を基本とし、緑の生態系を重
視する自然豊かなまちづくり。 
・地域固有の伝統的文化的価値の維持と祭
りの継続。 
・自治会（仮設住宅居住者）・広域自治会（借
上住宅等居住者・県外避難者）の設立を
基軸としたコミュニティの再生 。 
 
④共同・協同・協働による再生まちづくり
（第 4原則） 
まちづくりにおいて情報入手やコミュニケ
ーションの取り方は重要な位置を占めてい
る。復興当局と被災者との間でのまちづく
り観の基本的な違いは復興当局が「創造的
復興」を掲げ、被災者が「以前の生活再生」
を求めているところにある。創造的復興は、
まちづくり計画当局が都市計画として策定
し、しかし地権者との合意の困難さや財政
上での隘路によって予定通り進んでいなか
ったものを、復興特区制度の活用により土
地利用規制の緩和が可能となり、また復興
財源の措置で財政上の目途が立つ可能性が
出てきたことなど、「千載一遇のチャンス」
としてとらえ、復興計画の中に積極的に位
置付け、推進しようとしている。国の復興
構想会議は、減災対応だけでなく、復興ま
ちづくりにおいても「自助・共助・公助」
が掲げられ、「共助」の重要性が強調されて
いる。そのため事業実施に向けては「まち・
むらづくり協議会」といった公的主体とと
もにボランティア・ＮＰＯなどが主導する
「新しい公共」としての「まちづくり会社」
などが提唱されている。しかしまず役場機
能そのものを強化あるいは補完していかな
ければならない。役場機能の強化のうち最
も重要なのは、避難住民との対話機能であ
る。私的活動は公共サービスから切り離さ
れては十分には機能しないし、また私的活
動を包括的に支援できない公共サービスは
役立たない。私・共・公の活動がうまくか
み合うことで、円滑な復旧復興が可能にな
るのである。 
・役場機能の強化と拡充を図るために職員
の増員と自治体間の協力（ペアリングシス
テム）を強化すること。 
・民産学官による住民協働の復興まちづく
りを促進するための「場」を設定すること。 
・住民の自主性や内発性を基本とし、健康・
買物・スポーツ・文化・学習等の交流拠点
を設置すること。 



・金融・郵便・宅配・買物サービスや医療・
介護・福祉サービスなど各種サービスをワ
ンストップあるいはオンデマンドで受け
取る仕組みを確立すること。 
・居住制限区域・帰還困難区域住民の復興
公営住宅のあり方と避難先におけるまち
づくりとの連携の強化。 
 
⑤脱原発・再生可能なエネルギーへの転換
を国土・産業構造の転換の基軸とすること
（第 5原則） 
 
東電原災以前のエネルギー戦略の視座
は「経済効率性の追求（安価化）」「エネル
ギーセキュリティの確保（準国産化）」「環
境への適合（CO2 削減）」であり、そのもと
での産業のグリーン化とは基本的には二酸
化炭素排出量の大幅削減であり、それは 
2030 年までに原発依存率を 50％にまで増
やすというエネルギー政策でもあった。し
かし東電原災以降、エネルギー戦略の視座
に「安全・安心」が追加され、2030 年まで
の 3 つの電源構成シナリオが作られ、国民
的議論が始まっている。この 3 つのシナリ
オとは原発依存度を「ゼロ」「15％」「20～
25％」に置き、「原子力の安全確保」「エネ
ルギー安全保障の強化」「地球温暖化問題解
決への貢献」「コストの抑制、空洞化の阻止」
という 4 つの視点から「2030 年の姿」を
描こうとしている 。 
 このシナリオのいずれを選択するのかは、
基本的にはエネルギー戦略ではあるものの、
再生可能エネルギーへの依存度を高めるこ
とは、地域資源の見直しと危機管理に脆弱
な一極集中型の国土構造の転換が必然に求
められることになる。より具体的には原発
エネルギーと化石エネルギーの依存度を下
げ、再生可能エネルギーへの依存度を大幅
に高めるというエネルギー戦略の転換は、
通信情報技術の進展とも相まって、産業構
造においては多消費型から省エネ型へ、産
業立地においては一極求心のピラミッド型
から多極離心のフラット型へ、まちづくり
においては自家用自動車依存のスプロール
型から公共交通と歩いて暮らせるコンパク
ト型へ、電力エネルギー生産流通体制にお
いては一極集中・一元管理型から地産地
消・多元調整型へ、生活様式における大量
消費型から省エネルギー型へ、さらには都
市から農村への人口回帰といった国土政策、
産業政策、地域政策、社会政策の転換をも
たらすことになる。  
 こうしたことから「脱原発・再生可能なエ
ネルギーを基軸とする国土・産業構造を転
換する」原則においては、以下の諸点が重
要になるであろう。 
・エネルギー基本戦略として「シナリオ・
ゼロ」を採用し原発の再稼働・新規立地を
止めること。 
・原発廃炉技術の確立に向け国際的研究機

関との連携強化とともに担当する人材育
成拠点を設置すること。 
・再生可能エネルギー発電機等の製造・組
立拠点を形成するとともに、再生可能エネ
ルギー発電に関わるメンテナンス人材の
育成、そのための教育・研修拠点を整備す
ること。 
・送電網の充実による発送電分離、及び再
生可能エネルギーの九電力会社による買
取義務と固定買取価格制度の円滑運用に
より、エネルギーの地産地消を促進するこ
と。 
・農林漁業をはじめとする地域資源の見直
しと食糧自給率を高める土地利用制度へ
の転換を図ること。 
・エネルギー節約の生活様式の確立にかか
わり、都市地域における諸機能のコンパク
ト化と農村地域におけるワンストップサ
ービスの拠点整備と移動負担軽減を図る
こと。 
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